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一 は じ め に 一
ただ いまご紹 介いただきま した公認会計士の和田 と申 します。公認会計士 として40年 間仕事 を
や ってきました。今か ら40年 くらい前、 この明治大学 で一生懸命公認会計士試験の勉強 を したこ と
を大変懐か しく思ってい ます。
私が公認会計士の勉強を していた頃、現在 も同 じだろ うと思 いますが、会計 といった場合 に、 ほ
とん どが企業会計、株 式会社の会計 についての勉強だ と思います。簿記 も財務諸表論 も監査論 も株
式会社 の企業会計です。 しか し、公認会計士試験 に合格 した後、実際 に仕事 をしてみ ます と、企業
以外にいわゆる、非営利の法人 とい うのが沢山あ り、 そ こでは非営利法人特有の会計が存在 してい
る実態で した。最初 に私が携わったのは労働組合で して、約100位 の労働組合の監査 に10年 間ず っ
と携わって きま した。 その当時の総評(現 在の連合)で あるとか、鉄鋼労連(現 在の基幹労連)で
ある とか、新 日鐵 の労働組合の会計監査 を始めま した。 しか し、 この会計が どうも企業会計 とは違
い、実務 についてか ら初めて、企業会計以外のいわゆる非営利法人の会計 とい うものを勉強 しま し
た。 その当時、非営利法人の会計 とい うもの を体系的に考 えるとい うことは、ほ とん ど行われてい
ませんで したので、当然 に、統一的な基準 はもとよ り、 それぞれの非営利法人 ごとの会計基準 な ど
もなかったわけです。
その後、非営利法人 の会計 について一生懸命勉強 しているうちに、私の専 門が、段々そっちの方
になってきまして、公益法人で あるとか、学校法人であ るとか、労働組合 といった、非営利の分野
に携わ る,ことが長 くな りま した。そ して、日本公認会計士協会で も非営利法人委員会の委員長 とか、
学校法人委員会 の委員長等を歴任 してきました。 そ うした ら今度 は公会計 とい う分野が発足 しまし
て、現在 は、 日本公認会計士協会の公会計の方の担当常務理事 を仰せつかって、専 ら公会計の方を
勉強 しています。
1.法 人 の分類
き ょうは、企業会計 ではな くて、それ とは別の もう一つの分野 である、非営利の分野の会計につ
いて話を してみたい と考 えています。図表1に 法人の分類 を示 しま した。表 は左右 に営利法人、非
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営利法人 として区分 されてお り、右側 に営利法人 を、左側に非営利法人を示 しました。まず右側 に
は、営利法人 として、株式会社、有限会社等 を示 しました。 この会計が基本的 に企業会計 とい うこ
とで、現在、皆 さんが勉強 されている と思 います。次に、左側ですが、営利法人 の他に、非営利法
人 とい うものが あ りま して、つ まり、営利 を目的 としない法人です。 この非営利法人 も、大 きく2
っ に区分す る ことがで き、その1つ が表 の下段 のパ ブリックセ クター と呼ばれ るいわゆる公共法人
とい うように区分す るこ ともあ りますが、つま り、公 の事業に係 る分野にな ります。または、パブ リッ
クセ クターの会計を公会計 とい うふ うに呼ぶ場合 もあ ります。パブ リックセ クター としては、具体
的 には、国、地方公 共団体、特殊法人及 び4年 ほ ど前 に発足 しました、独立行政法人、国立大学 法
人が該 当 します。 また、それ とは別に、表の上段に区分 されています、 プライベー トセクター とし
て、いわゆ る、私的な非営利法人が あ ります。それは公益法人、あるいは学校法人、社会福祉法人、
NPO等 です。
図表1法 人の分類
非 営 利 法 人 営 利 法 人









非営利法人 の うちプライベー トセ クターに区分 され るもの としてはまず公益法人が あ ります。公
益法人 は、民法第34条 によって設立 されている法人です。 その 目的は、祭祀、宗教、慈善、学術、
技芸その他公益 に関す る事業 を目的 とし、営利 を目的 としない と定 められてい ます。皆 さんは社団
法人○○ とか財団法人○○ とい うよ うな法人であるとして、若干 ご存知の方 もい らっ しゃるか と思
います。次 に学校法人があ ります。学校法人は、私立学校法 によって設立 され る法人で して、私立
学校 の設置 を目的 とす る と定め られて います(私 立学校法第3条 、第30条)。 我が明治大学 も学校
法人明治大学 とい う学校法人です。 ここで、法人 とい うのは法的に人格 を認め られた団体で、権利
義務 の主体 とな ることができる団体 と定 め られてい ます。
なお、学校 法人 と学校 の関係 を厳密にいいます と、学校法人明治大学 は学校法人 として法人格を
もっています。この学校法人明治大学が明治大学 とい う学校 を設置 して いるとい う見方にな ります。
しか し、学校法人が即大学 とい うこ とではな く、法律構成上 は、明治大学 は学校法人明治大学が設
置す る大学 と言 うことになっているわ けです。学校法人明治大学 は、明治大学 とい う大学の他 に、
明治大学附属 明治高等学校及 び明治大学附属 明治中学校 とい う高等学校及 び中学校を設置 してお り
ます。 つま り、 これ らも学校法人明治大学が設置 する高等学校、あ るいは中学校 になるわ けです。
こうい うよ うな仕組みになっているわけです。
それか ら、社会福祉法 に基 づいて、社会福祉事 業を行 うこ とを目的 とす る社会福祉法人 とい うの
もあ ります(社 会福祉法第22条 、第31条)。 それか ら特定非営利活動促進法に基づ くNPO法 人(特
定非営利活動促進法第2条)。 あるいは宗教法人法 に基づ く宗教法人(宗 教法人法第4条)、 それか
ら労働組合法 に基づ く労働組合(労 働組合法第ll条)、 医療法 に基づ く医療法人(医 療法第39,44～
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46条)と い うの もあ ります。 また、消費生活協 同組合法 に基づ く消費生活協 同組合(消 費生活協 同
組合法第4条 、第58条)、 そ して比較 的新 し く」4年 前(平 成13年)に 中間法人法が成立 しま して、
中間法人 とい う制度 もできました。 この ようにあわせて10い くつか、 まだ農業協 同組合 とかいろい
ろなものがあ りますので、 もう少 し数が多 いのですが、 これ らが プライベー トセクター として区分
され る、非営利法人です。
それか らパブ リックセ クター としては、国、地方公共団体、特殊法人 と、独立行政法人法に基づ
いて設立 された独立行政法人があ ります。 これは行政改革によってそれ まで国立○○ と、例 えば国
立劇場 とか、国立美術館 とか、国立競技場で あるとか、国立○○研究所 とか、今 まで国が主体 とし
て行われていた事業活動を国か ら切 り離 して、国が出資す る形で独立行政法人を作 りました。独立
行政法人国立美術館 というのは、現在 国立美術館の監事 を仰せつかってお りまずけれ ども、 これ も
も ともとは国立の美術館だったのですが、今 は国 とは切 り離 されて 「国立美術館」 とい う、独立行
政法人 になっています。
それか ら、国立大学法人法に基づいて設立 された国立大学が あ ります。東京大学、京都大学、一
橋大学等々あ りますが、これ らの国立大学 はもとも と、昨年の3月31日 までは,国 そのもので した。
国が大学 を設置 していました。 ところが国立大学法人法の成立 によって、国立大学法人 とい う一つ
の法人格 を付与 し、国か ら資産 ・負債 を引き継 いで、差引純資産 は出資 を受 ける形に して、国か ら
分離 されて、国立大学 とい う事業 を行 うことにな りま した。
これ らの非営利法人 は商法の規定 によって設立 され る営利 を目的 とす る社団法人である株式会社
とは、 その組織的な仕組みや、会計の基準 については、かな り違 うところが あります。 その会計の
仕組み とかあるいは法人の組織 が どうい うふ うになってい るのか、少 しお話 をしてみたい と思 いま
す。
なお、法人数 としては、株式会社 は本 当に零細の ものも含め ると200万 近 くある と言 われ ていま
すが、公益法人 も2万 法人 を超 えています(平 成16年10月1日 現在25,541法 人:総 務省公益法人 白
書 よ り)。 それか ら学校法人が中小 まで含 め ると7、8,000は あ るのではないか と思われ ます(平 成
16年4月1日 現在7,834法 人(準 学校法人含 む):文 部科学省文部 科学 白書 よ り)。社会福 祉法人 も
1万 か らあるし、宗教法人 にいたっては18万 法人(平 成14年12月31日 現在182,634法 人:文 化庁 ホー
ムページよ り)く らいあるといわれています。 また、労働組合なんか も数的には非常 に多いよ うで
す。 このように、 日本の中には非常に多 くの非営利法人があ ります。 これ らの非営利法人のそれぞ
れ について会計基準が設定 されています。 これ らの全てについてお話 するの は無理ですか ら、今回
はパブ リックセ クターの方か らは独立行政法人 を、 そ してプライベー トセクターの方か らは公益法
人 と学校 法人 を選 んで これ を株式会社 との対比 を しなが らお話を してみたい と思い ます。
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2.計 算書類 の体系
図表2計 算書類(財 務諸表)の 体系
法人名 内容 備考
公益法人 計算書類:① 収支計算書、②貸借対照表、 現基準
…""'一 一一… … ③ 正 味 財 産 増 減 計 算 書'て ズ'ド リル 式 こ"ラ 百=鱒 マー'…一… …基 準1二2… …
④財産目録
財務諸表:① 貸借対照表、②正味財産増減計算書(フ ロー式)、 新基準
③財産 目録、 基 準 第1-2
④ キ ャ ッシ ュ ・フ ロー計 算書





独立行政 財務諸表:① 貸借 対照表、② 損益計算書、③ キャ ッシュ ・フロー計 基準第41
法人 算書
④利益の処分又は損失の処理に関する書類
⑤行政サー ビス実施 コス ト計算書、⑥ 附属明細書




株式会社 財務諸表:① 貸借 対照表、② 損益計算書、③ キャ ッシ丘 ・フロー計 財務諸表等親
算書 則第1条
④利益処分計算書又は損失金処理計算書、⑤附属明細表
図表2に 、計算書類の体系 を示 しま した。公益法人、学校法人、独立行政法人、株式会社 と区分
けを して、 それ ぞれが作成す る計算書類又 は財務 諸表 を個々に比較対照す る形で示 してみ ま した。
なお,平 成16年10月 に 「公益法人会計基準の改正等 について」(公 益法人の指導監督等に関す る関
係省庁連絡 会議 申 し合わせ)が 公表 され、公益法人会計基準が改正 され ました。 ただ し、 その適用
は、平成18年4月1日 以降開始する事業年度 よ り速やかに実施す ることとされています。 また、学
校法人会計基準 につ いて も改正があ り、平成17年4月1日 以降開始 する事業年度 よ り適用 されて い
ます。 さ らに、独立行政 法人会計基準及 び注解 が公表 され、現在適用 されていますが、最近、独立
行政法人 におけ る固定資産 の減損会計基準 を日本公認会計士協会で作成 し、総務省 と財務省 で この
検討会 を行い まして、独 立行政法人会計基準を改訂 した ところです。 これ も平成18事 業年度 より適
用 にな ります。
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公益法人の欄 は計算書類、財務諸表 の2つ に分 かれてい るので不思議 と思われ るかも しれません
が、そ うい う理 由によ り会計基準が改正 されたためです。現行 の公益法人会計基準で定め る計算書
類 は、収支計算書、貸借対照表、正 味財産増減計算書及 び財産 目録 とされてお り、改正後 の新基準
では、財務諸表 として、貸借対照表、正味財産増減計算書、財産 目録及 びキャッシュ ・フロー計算
書 とい うふ うに改正 され ま した。学校法人会計基準で は、計算書類 として、資金収支計算書及 び資
金収支内訳表 ・人件費支出内訳表、消費収支計算書及 び消費収支 内訳表、貸借対照表及びその明細
である固定資産明細表、借入金明細表、基本金明細表が定 め られています。
独立行政法人 は、貸借対照表、損益計算書、 キャ ッシュ ・フロー計算書、利益の処分又は損失の
処理に関す る書類、行政サー ビス実施 コス ト計算書、付属明細書 という計算書類を作 ることになっ
てお ります。 これは、4年 ほ ど前に国の事業 の一部 を国か ら切 り離 して、独立行政法人 として事業
活動 をする とい うことで設立された法人です。 そのため、 当然に営利を 目的 としない、非営利かっ
公共 目的事業ですが、会計基準 を策定す るにあたって は、 国会での議論 の末に、出来 るだけ企業会
計原則 に沿 った会計基準 によるべ きであるとの意見が大勢 を占め、企業会計原則に近 い財務諸表 の
作成 を行 うことにな りま した。 ここで、独立行政法人特有 の財務諸表 として、行政サー ビス実施 コ
ス ト計算書があ ります。
株式会社 については、商法施行規則並びに財務諸表等規則等で定 めた ことを簡単 に記載 してお り
ますので、対比 して、 どうい うところが どう違 うのか、見 ておいてもらいたい と思 います。





収 支 計 算 書 正味財産増減計算書(ストック式)
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図表3-1は 、公益法人会計 における収支計算書、正味財産増減計算書、貸借対照表の関係図で
す。公益法人会計 の計算体 系(1>として公益法人会計基準五の二 の場合が記載 されています。別に公
益法人会計基 準五 の二の但 し書 きの場合が図表3-2と して示 されてい ます。 この公益法人会計基
準五 の二 とい うのが、正味財産増減計算書 について定め られている項 目で して、その計算構造及 び
様式 について本文 と但 し書 きに違いが あ ります。現行の会計基準においては、本文 の方が原則 的に
取扱 い、但 し書 きの方が容認規程 となっています。 しか し、改正 され る新公益法人会計基準におい
ては、但 し書 きの方のみが採用 され ることにな ります。一般的 に、本文 に定 められ る正味財産増減
計算書 をス トック式 といい、但 し書 きに定 め られる正味財産増減計算書 を フロー式 といいます。
今 回は、現行 の会計基準 に沿 って、説明 したい と思います。収支計算書 は、資金 の収支を計算す
る計算書類 にな ります。正味財産増減計算書 は、資産 か ら負債 を引いた ものを正味財産 と一般 にい
いますが、その法人の正 味財産 の増減を計算す る計算書類にな ります。収支計算書 は、資金 の収支
を計算す るものですが、その資金については、も ともと、企業会計 において作成 されるキャ ッシュ・
フロー計算書 の資金 の範 囲 とほぼ同様 に、現金預金 のみ として いました。 ところが、資金の範囲を
現金預金だ けに限定 しては事業の実 態を表 しきれない とい うこ とで、未収入金 ・未払金 ・前受金 ・
前払金 を現金預金 にプ ラス した、現金預金+未 収入金+前 払金 一未払金 一前受金、 これ を原則的に
資金 とす る事 に しました。つ ま り、公益法人 の事業の実態を示す計算書 の作成 において、資金 を現
金預金 のみにす る と、現金主義 による計算書 しか作成 されない と言 うことはおわか り頂 けると思い
ます。そ こで、 これ らの金銭債権債務 を加 え ることで、 より事業実態に即 した、いわゆる発生主義
会計ベースでの計算書類が作成 され ることになるのです。 この資金の範 囲を各々の法人が事業実 態
を的確 に示す ことの出来 るよ うに自ら定めて、 その資金の収支を記載 ・計算することが、収支計算
書の 目的にな ります。 そ して、収入 の部を見 ていただきます と、○○収入 となっていますが、 これ
は会費収入 とか、公益法人 が会費で成 り立 ってい る場合が多 いのですが、拠 出金収入である とか、
寄付金収入で ある といったような収入 の他 に、借入金収入 も資金の増加 とな りますか ら収入 に記載
します。
そ して支 出の部 は、事業費 と管理費の支 出を記載 します。 ここで減価償却費 は資金の支出 を伴 い
ませんか ら記載は されません。 また、支出の部の3番 目には、固定資産購入支出 とい うのが あ りま
す。それか ら借入金返済支出 とあ ります。 これ は損益計算書 の費用にはならない ものですが、収支
計算書 は資金の増減 を計算 しますので、固定資産 の購入支出、借入金返済支 出 とい うのは支出の部
に計上 されて きます。 そ して、収入 か ら支 出を差 し引いて、当期収支差額を計算 しますが、 それに
前期繰越収支差額 を加 えます と、期末の次期繰越収支差額 とい うものが計算 されます。つま り、期
末資金 の残高 にな ります。 これ が収支計算書 にな ります。
この収支差額 が、貸借対照表 とどう結びつ くのか とい うことについて は、貸借対照表の現金預金
+未 収 入金+前 払金 一未払金 一前受金 によって計算 された合計額 としか合 わない ことにな ります。
それほ、図表3-1を 参照 して頂ければわか る と思 います。 もし、収支計算書 と、貸借対照表 のみ
を作成す る計算体系で あった ら、貸借対照表 は、現金預金 ・未収入金 ・前払金 ・未払金 ・前受金 と
次期繰越収支差額 しか計上 されな くなって しまいます。 つま り、資金の繰越残高表 にしかな らず、
正式 な貸借対照表 にな りませ ん。貸借対照表 は、法人の財政状況を明 らかにす るために作成 され ま
すので、資金 にかか る勘定科 目のみ ならず、固定資産や固定負債の勘定科 目も計上 されなければな
りませ ん。 しか し、収支計算書 において、 固定資産の購入や、借入金の借入、返済はすべて収入、
支 出 として処理 されて しま うのです。それ らを貸借対照表 に計上す るには、複式簿記の原則か ら、
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必ず相手方の勘 定科 目を設定 しなければな りませんので、それ を正味財産 とし、 その正味財産 の増
減計算 として、正味財産増減計算書が作成 されるのです。
これがずっ と長 く行われてきた公益法人会計 の基本 的な流 れです。 しか し、公益法人 でも貸借対
照表 を作 らなけれぼならないだ ろうとい うこ とで考え出されたのが、 ス トック式正味財産増減計算
書にな ります。ス トック式正味財産増減計算書 は、 まず1で 増加 の部 として、正味財産 が増加す る
ケ憎スを計上 します。 まず収支差額 として、収支差額 がプラスの場合、資金が当年度 どれだ け増加
したかを計上 します。次に、資産の増加額 として支出に処理 はしたけれ ども資産 は増加 した とい う、
固定資産増加高 とい うのが計上 され ます。次に、負債減少額 として、借入金返済支出 とい うのが あ
りますが、 これ は収支計算書では借入金返済支 出 とな り、支出処理 されて しまうのですが、正味財
産の増減でいえぼ、負債 が減 った とい うことは正味財産が増 えた と考 えますので、正味財産増加の
部 に負債減少額の内訳 として計上 します。
それか ら、正味財産増減計算書 のIIと して減 少の部 には、 まず資産減少額 でずが、 ここはまず一
番先 に考 え付 くの は、減価償却費です。 これ は資金の支 出を伴わないか ら収支計算書には出て きま
せんが、正味財産増減計算書 の方では、減価償却 は資産 を減少 させ るか ら正味財産 も減少す るので、
計上 します。それか ら収支計算書 の収入の部 にあった、借入金収入ですが、借入金 の増加高 とい う
のは、負債の増加 とな りますので、正味財産 はマイナスにな ります。そ して、増加 の部 と減少の部
をプラスマイナス して当期 の正味財産増加額 を計算 します。 これ に前期繰越正味財産額 を加 えるこ
とによって、期末め正味財産 の合計額 を出 します。 これ も仕訳 を入れ ることによって、 この正味財
産増減計算書 と貸借対照表が うま く結 びつ くわけなのです。
例 えば、一つだけ例 をあげます と、固定資産 を購入 した ときの仕訳 を示す と、
収 支 計 算:(借 方)固 定資産購入支 出 ××(貸 方)現 金預金 ××
正味財産増減計算:(借 方)固 定資産 ××(貸 方)固 定資産増加額 ××
とな ります。 固定資産購入支出 は収支計算書の支 出の部へ、現金預金 は貸借対照表の現金 の減少、
固定資産 は貸借対照表の固定資産の増加、固定資産増加額 は正味財産増減計算書の増加の部へ それ
ぞれ計上 され ることにな ります。 そうすることによって、正味財産増減計算書 の期末正味財産合計
額 は貸借対照表 の正味財産の ところに一致す るのです。 このように、公益法人の会計 においては一
取 引二仕訳 にな る会計処理 も発生す ることにな ります。 これは貸借対照表 を作るための先人の大変
な知恵で して、今 思えば随分苦労 したな というふ うに思いますが、そ うい う形で公益法人 の会計 は、
進んできました。
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図表3-2公 益法人会計の計算体系(2)
② 公益法人会計基準五の二の但し書きの場合
収 支 計 算 書 正味財産増減計算書(フロー式)
1収 入の部1増 加原因の部
1基 本財産運用収入 ×X×1基 本財産運用収入
2事 業 収 入 ×××OOOOOO× ×x
3借 入 金 収 入 ×××2事 業収入
lOOOOOOxxx
当 期 収 入 合 計 ×x× 合計 ×××
前期繰越収支差額 ××× 五 減少原因の部
収入合計 ×xx1事 業費
∬ 支出の部OOOOOOx×x
1事 業 費 支 出 ×××2管 理費
2管 理 費 支 出 ××xOOOOOO× ××
3固 定資産購入支出 ××× 合計xx×




当 期 支 出 合 計 ×××
当 期 収 支 差 額x× ×
次期繰越収支差額 ××x
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次 に図表3-2を 見 ます と、これは、正味財産増減計算書が フロー式 による場合 の計算体系です。
収支計算書 は変わ らないのですが、 フロー式の正味財産増減計算書 は、収支計算書 とは切 り離 して
考 えることにな ります。 フロー式の正 味財産増減計算書 は、企業会計の損益計算書 と同 じように、
正味財産 の増加 の原 因別 に計上します。.そのた めに、事業収入である とか、会費収入で あるとか、
正味財産 を直接増加 させ るもの、つ ま り剰余 につ ながるものは全部収入に計上 します。 しか し、借
入金収入な ど、正味財産 を直接増加 させ ない ものは計算 しません。 それか ら、正味財産増減計算書
の減少原因の方 の事業費 ・管理費の中には、減価償却費 を含 みます。つま り損益計算書の費用 と同
じ概念 のものをここに記載 することにな ります。従 って、固定資産購入支出、借入金返済支出のよ
うな、直接正味財産 を減少 させないものは、 このフロー式の正味財産増減計算書 には計上 されませ
ん。結局、損益計算書 とほ とん ど似 たような形 にな ります。
収支計算書 をみると、ス トック式 の時のように正味財産増減計算書 に結 びつ くところが あ りませ
ん。すなわち、完全に収支計算 と正味財産増減計算 とは切 り離 されて しまっています。資金の収支
については、別 に仕訳 をす ることにな ります。それでは、固定資産 の購入支 出があった場合は どう
するので しょうか。 これは正味財産増減計算にかかわ らない取 引なので、
収 支 計 算:(借 方)固 定資産購入支出 ××(貸 方)現 金預金 ××
正味財産増減計算:(借 方)固 定資産 ××(貸 方)現 金預金 ××
とい う仕訳 にな ります。 ここで、現金預金が2回 出てきますが、この うち、貸借対照表 の現金預金 は、
下 の仕訳 のものにな ります。それでは、上の仕訳 の現金預金 はどこに出て くるのか とい うと、ある
意味、計算上の勘定になって しまいます。 こうい うふ うにフロー式の計算書類が出来 ます。 これで
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お分か りの ように、 フロー式の正味財産増減計算書 を使 った計算書類 が企業会計の損益計算書、貸
借対照表 と非常 に近 い形で記載 され ることにな ります。公益法人会計の新会計基準 はフロー式の正
味財産増減計算書 を使 った形 にな ります。 しか し、付 け足 します と、新会計基準ではも う一つ大 き
な問題 として、貸借対照表のmに 正味財産 とあ りますが、これは資産 か ら負債 を差 し引いたものが
正 味財産 となるのですが、 この正味財産の中身を当該財産 を受 け入れた ときの寄付者の意思 によっ
てその支 出行為 が指定 されていたものを指定正味財産 といい、使途 が指定 されていない一般の会費
収入等 で出 た余剰 につ いては これを一般正味財産 とい うふ うに して、 区分 して記載す るよ うに改正
がなされま した。今 日はそ こまでは細かい ところまでは説明 しませんが、資金収支計算書 と貸借対
照表 と正味財産増減計算書、 この三つの計算書類 の関連 を理解 して欲 しい と思います。
この公益法人会計基準 とい うのは、非営利法人 の会計 の中では代表選手みたいなものだ ったもの
ですか ら、宗教法人会計基準 とか、労働組合会計基準 もそうですが、その他 の非営利法人の会計が
非常 にこれ と同 じ構造 で考 えてお りますので、宗教法人 とか、他 の非営利法人 の計算書類 を見た と
きに、 それぞれ、 こ うい う計算書類 の体系なのだ な と分かって頂 けた らと思います。、
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図表4に 示 しま したのは、学校法人会計の基本構造 にな ります。実 は、 これが大変難 しい もので
す。ただ学校法人会計 も資金 収支計算書 と貸借対照表 をいか に結 びつけるのか、 それか ら、正味財
産、つ ま り純資産 の増減 をもた らす収益か ら費用を引いて利益 を計算 する構造 について どのよ うに
考 えるのか、その辺 を念頭 に考 えて頂 ければ、 しっか り理解で きるもの と思われ ます。 もともと、
学校 法人会計 も、収支計算書 というのはどうして もな くてはな らない計算書類 として、必須 の計算
書類 として位置づけ られてい ました。現在 もその重要性 は変 わっていません。しか し、収支計算書で、
会計処理 を行 うと、先 の公益法人会計の ときも説明 しましたが、それでは貸借対照表 と結 びつかな
いのです。 そのため、公益法人会計で は、正味財産増減計算書 を介 して貸借対照表 に結びつ けてい
ます。 そ こで、 これ も先人の知恵によるのですが、35年 ほど前 に学校法人会計基準 とい うのができ
ま した。 そ こでは、収支計算書 を資金収支計算書 と称 して、その計算書類 のみで完結 させ る計算体
系 としま した。従 って、資金 の総収入か ら総支出を引いて、次年度繰越収支差額を出す とい う計算
構造 になってい るのです。 しか しなが ら、公益法人会計 と決定的に違 う点は、資金収支計算書 の最
後 を見 て頂 けると分か るのですが、公益法人会計の収支計算書では、最後 が次期繰越収支差額であっ
たの に対 して、学校法人会計 において は、次期繰越支 払資金(借 方側 の一番下)と なっています。
ここか らが、企業会計だ けや った方 には、 この収支計算書の意味合 い とい うのは非常に分か りに く
いか もしれ ません。学校法人会計基 準で資金収支計算書の特徴 として、資金の概念の他 に、支払資
金 とい う考 え方が加わ ることになっています。公益法人会計で は、資金 の範囲 として、現金預金+
未収入金+前 払金 一未払金 一前受金 となってい るこ とを説明 しました。学校法人で も同 じで、資金
の範 囲は同様 になっています。 しか し、その他 に支払資金の概念が加わ りますので、資金収支計算
書 が難 し くなって しまってい るのです。支払資金 とは、 「現金及 びいつで も引 き出す ことがで きる
預貯金 」 と定義 されてい ます(学 校法人会計基準第6条)。 学校法人会計基準 には、資金収支計算
の 目的 として、 「毎会計年度の諸活動 に対応 す るすべての収入及 び支出の内容並 びに当該会計年度
における支払資金の収入及 び支出のてん末を明 らかにす ること」 とされています。そのため、最終
的には、 この支払資金 のてん末を示 さなければならないために、学校会計 はそれを資金収支計算書
の上で全部調整 してい るのです。それが、資金収支計算書 の前年度及 び次年度繰越支払資金 の上に
あ る、△で、示 された部分 にな ります。
つ ま り、発生主義会計 を採用 する以上、収入 については、未収入金 についても収入が あった とみ
な しますか ら、収入 に計上す るのですが、期末の未収入金は支払資金 の増加 をもた らしませんので、
下か ら2段 目ですが、期末未収入金 を差 し引いています。次 に前期末の前受金 については、今年度
の収入 に計上 され るものの、 その会計処理 は、前年度の前受金か ら振 り替 えられたものですので、
資金 としては前年 にな りますので、 これ も差 し引 きます。一方で、支出の方においても、期末の未
払金 は、発生主義会計 を採用 してい るので、発生に基づ き支出計上はするものの、実際に支払資金
の減少 を伴 ってい ませ んので、支出のマイナスで処理 します。前期末前払金 も同様 で、支出処理 は
当年度 にな りますが、実際 に支払資金 の減少が生 じたのは前年度なので、差 し引 くことにな ります。
こうい うことで、資金収入の調整勘定 とい うのですが、期末未収入金、期末前受金、資金支出の調
整勘 定が期末未払金、期末前払金にな ります。そ して、 これ らを調整す ることによって、繰越支 払
資金 が貸借対照表の現金預金 にぴった り合 うのです。 こうい う計算構造 を とってい るわ けです。
次に、消費収支計算書があ ります。 これは企業会計で言 うところの損益計算書、先 ほどの公益法
人会計で言 うところのフロー式 の正味財産増減計算書 とほぼ同 じ計算体系にな ります。公益法人会
計では、正味財産増加額 と呼びましたが、学校 法人会計では帰属収 入 と呼びます。 そ して、正味財
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産減少額の方を消費支出 と呼びます。さ らに、帰属収入か ら基本金組入額 を差 し引きます。 この基
本金組入額 を差 し引 くとい うのは、学校法人会計基準上、議論の多 い ところで して、 この基本金組
入については今後 とも議論 されてい くところであると思いますけれ ども、非常 に難 しい問題なので、
これについては触 れません。帰属収入か ら基本金組入額 を差 し引いて、 これ を消費収入 といい、消
費収入 と消費支出 との差額 をもって消費収支差額 といいます。 これが企業会計で言 うところの利益
であ ると言 う人 もいます。確 かに、損益計算書 に読 み替 えてみればそ うい うことになるだろ うと思
います。消費収支計算書 がいわば損益計算書 で、従 って貸借対照表 とは有機 的に複式簿記の原則に
従って作成 され ることになるのです。
非営利法人の会計 はこうい うふ うな計算構造 になって いまして、 こうい うところが企業会計 との
大 きな違いです。収支計算書 とい うのは何か、それか ら正 味財産増減計算書 は何か、 あるいは、正
味財産増減計算書 のフロー式 とス トック式が何であ るのか とい うことを多少 なりとも分かっていた
だ ければ企業会計を勉強されている皆さんですか ら、 ある程度お分か り頂 けると思います。
5.貸 借対照表価額
(1)公 益法人会計基準
それでは、今 まで説明 してきた計算構造な らびに計算書類、あ るいは財務諸表が作成 され る非営





交換、受贈等 によって取得 した資産 の取得価額 は、 その取得 時の 基 準第6-3
公正 な時価 による
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原則:取 得価額。 ただ し、交換、受贈等 によって取得 した資産 の取 新基準
得価額 は、その取得時の公正 な時価に よる。 基 準 第2-3
債権:取 得価額か ら、貸倒 引当金 を控除 した額




時価 の著 しい下落:回 復 の見込みが あると認 め られ る場合 を除 いて 全ての資産
時価
公益法人 につ いては、図表5-1の ように定め られています。上段が現行 の基準ですが、取得価
額 また はこの額 か ら相 当の減価額 を控除 した額 とす るとされています。 また、交換、受贈等によっ
て取得 した資産 の取得価額は、 その取得 時の公正 な時価 によることとされています。 このよ うな定
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めは基本 的にはほ とん ど他 の法人 と変わ らないのですが、ただ留意すべ き点が、取得価額又 はこの
額 か ら相 当の減価額 とい う書 き方になっているとい うことです。すなわち、現行 の公益法人会計基
準は減価償却を強制 していなかったとい うことなのです。基本財産 を維持 させ るとい う目的を最優
先 させ て しまった と言 うことです。例 えば、建物の寄付 を受 けて公益法人 を設立 した としましょう。
その とき、当該建物 は基本財産 にしま した。そ うい う公益法人がその建物 を使用すれば、時の経過
とともに当然に建物の減価が発生す るために減価償却 を実施 して、減価償却費を計上 しなけれぼな
らないのは言 うまで もあ りません。 しか し、 そ うす ると、基本財産 を減少 させ ることになるので、
その基本財産 を維持 してい くためには、減価償却費に相当す る金額の預金 を積 み増 していかなけれ
ばな りません。 そ うでなけれ ば基本財産の額 が減 るか ら、それは認 めません とい っていたわけです。
そ うす ると、公益法人 によっては、基本財産 としての建物 を使用 して事業を行 うのに、その見返
りとして得 た収益又は対価 の中から、減価償却額相 当額に見合 う預金 を積み立てなければな らない
とい うことは、 それぞれの公益法人 の事情 によっては、そんな ことはできない法人 もあったわけで
す。そ うする と基本財産 の額が減って しまうこ とにな り、それで は都合が悪 いので、減価償却を実
施 しない法人が存在 してお り、 それ はそれで、今 まで認 めて きて しまいました。 そ うい う経緯が あ
りまして、減価償却 を基準 の上では強制できなかったわけです。 しか し、 それは会計的に見 るとや
は りおか しいものであることは、皆 さん もご承知で あると思 います。 その会計処理 を認 めて しまっ
ては、事実 を反 映 していない計算書類 になって しまいかねないのではないか とい うことを強 く申 し
上げ、今回の公益法人会計基準でや っと、減価償却固定資産 については、取得価額か ら減価償却累
計額 を控除 した額 を貸借対照表価額 とする と定 め られま した。つま り減価償却 は必ず実施 しなけれ
ばな らない と決 まった とい うことです。
今 回の公益法人会計基準 の改正にあたっては、公益法人で あるのが故 に特別 の理 由、 あるいは当
然 の事情 があって企業会計 の基準に よらない方が、かえって適切 に法人 の実 態を示すよ うな場合 に
は、 それは、公益法人特有 の会計処理方法を認 めてい く必要がある と思 います。 しか しなが ら、で
きる限 り公益法人 も企業会計の基準 に準 じた会計基準 にしてい こうとい うのが、公益法人会計基準
の改正の 目的の 中にあるよ うです。例 えば債権 については、取得価額 か ら貸倒引当金 を控除 した額
を貸借対照表価額 とする'とか、有価証券につ いては満期保有 目的の債券、あるいは子会社 ・関連会
社株式につ いて は取得価 額 を貸借対照表価額 とす るとされま した。 また,満 期保有 目的の債券 につ
いて は、償却原価法 も当然 に認 めることにな りました。市場価額のある有価証券 については、時価
によ り評価す ることも定め られましたので、有価証券の評価 については、企業会計の基準 とほ とん
ど一緒 にな りました。 それか ら棚卸資産 については、取得価額又は低価法 によ り評価 す ることにな
り、有形 ・無形 固定資産 は先 ほ ど説明 した減価償却の実施が義務 付け られま した。『それか ら時価 の
著 しい下落、 これはすべての資産 につ いて回復 の見込 みがあ ると認 め られる場合 を除いては時価で
評価 しなければな らないのです。時価が著 しく下落 した資産 についての評価換 えについては、改正
基準 において このよ うに記載 されてス ター トしているのですが、今 は全 ての資産 についてこうい う
考 え方 を採用 しなければな らない と定め られているので、固定資産の減損会計 も考えな くてはい け
ないだろ うと言 われています。減損会計 を導入 しな くてもいい とい うことは難 しいであろ うと言 う





学校法人 資産 の評価:取 得価額。但 し、低廉取得 ・贈与 の場合 は、取得 ・贈 基準第25条
与時の取得のために通常要する価額
有価 証券:取 得価額 と比較 してその時価 が著 し く低 くなった場合 基準第27条
には、その回復 が可 能 と認 め られ る ときを除 き、 時価
評価 とす る。
次 に、学校 法人 については、図表5-2の 通 り、資産の評価 は取得価額 によることになっています。
　
ただ し、低廉取得 や贈 与の場合 は、取得 ・贈与時の取得のために通常要する価額 によ り評価 するこ
とと定 められ ています。有価証券 については、取得価額 と比較 してその時価が著 しく低 くなった場
合には、その回復 が可能 と認め られ る時 を除 き、時価評価 を しな けれ ばな りません。 これ は強制評
価減 を しなければな らない とい う企業会計の基準 とほぼ同じです。なお学校法人会計の場合 にはで
きるだけ、統一的に適用 してい こうとい うことで、著 しく下落 した場合 の基準を、取得価額 のおお




独立行政 原則:取 得原価 基準第25
法人 無償取得資産:公 正な評価額 基準第26
棚 卸資産:取 得原価。但 し、時価が取得原価 よ りも下落 した場合 に 基準第28
は時価 とす る。




額(評 価損益 は損益 とし、翌期洗い替 え)
その他有価証券:時 価(評 価損益 は資本計上 とし、翌期洗い替 え)
減損会計:固 定資産の減損に係る独立行政法人会計基準 平成18年 事業
独立行政法人会計基準の改正 年度より適用
それか ら独立行政法人については、原則 として、資産の評価 は取得価額 によって行 われ ます。無
償取得資産 は、公正 な評価額 としています。棚卸資産 も取得原価 によ り、 ただ し時価 が取得原価 よ
りも下落 した場合には時価 によ り評価 します とします。有価証券につ いては、売買 目的有価証券 は
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時価 によ り、満期保有 目的の債券は取得原価又は償却原価によって評価 を行い ます。ほ とん どこれ
は企業会計の金融商品会計基準 と同 じ規定 になってい ます。
減損会計 は先 ほ ど説明 したよ うに、企業会計が固定資産減損会計基準を17年 の4月1日 以降開始
事業年度 か ら適用 しま した。基本的 に、独立行政法人会計基準 は原則 として企業会計の原則による
べ きである とい う国会の決議 により定め られた ものですか ら、 このまま放 ってお くと企業 と同 じ減
損会計 を導入 しなければいけな くな る とい うことになって しまい ます。企業会計 においては、基本
的に固定資産 に投下 した投下資本は、当然 キャッシュ ・フローで回収す ることを目的 としているわ
けです。従 って、将来 キャッシュ ・フローを現価に引き戻 して、その価額 をもって減損会計を適用
す るとい う考 え方 になっています。 この考 え方 は、企業関係 に とっては適切な考 え方であると思 い
ます。 ところが独立行政法人 とい うのは もとも と、固定資産 に投下 した資本 を自らの キャッシュ ・
フローに よって、回収 しよ うという考 え方 はあ りませ ん。独立行政法人の 目的 は、 「国が 自ら主体
となって、直接 に実施す る必要のない ものの うち、民間の主体 にゆだね る場合 には、必ず しも実施
されないおそれが あるもの又 は一つの主体 に独 占 して行わせ ることが必要であ るものを効率的かつ
効果 的に行わせ る事 を目的 とす る。」 とされています。
例 えば、博物館事業につ いて、国が完全 に民間に全面的に任せて しまった としま しょう。その場
合、民間企業が膨大 な設備 をもって、そ して 日本の文化のために収蔵品を増や していきなが ら、か
つ、国民の閲覧 に供 しなけれぼならない とい うような事業を強い られた とした ら、 とても民間企業
では収支採算は合わ ないで しょう。逆 に採算に合わせ る としたら、今のよ うな規模での事業運営 は
難 し く、規模 の縮小等 も強 いられることにな りかねない と思われます。 そ うする と、本来の 目的で
あ る、 日本の文化のために収蔵品を増や していきなが ら、かつ、国民の閲覧に供す ることが維持で
きな くなっては、国 も困 るで しょう。 そのために、 こうい う事業 については、国が運営費交付金 と
い う補助 を出 しなが ら独立行政法人 とい う形態で運営 させなければ事業 として成 り立ちません。 こ
の ような法人 が、独立行政法人の一 つの典型 的なパター ンなのです。従 って、 こうい う法人にあっ
ては、固定資産 に投下 した資本 を将来 キャッシュ ・フローで回収で きない し、す るつも りも無 い と
思われ ます。 そのため、企業会計の ように将来 キャ ッシュ ・フローで割 引いた価額を資産 の価値 と
評価す る とな ると、 そうい う意味での価値 のある固定資産 にはな らな くなって しまい、結果 として
恐 ろ しい減損額 を計上 しなければな らな くな ります。 そこで、独立行政法人においては、 まず、減
損 の必要があ るのだ ろうか とい うことと、減損の必要がある とすれば、企業 とは違った意味での減
損 を考 えな ければい けない とい うことで、検討 し、独立行政法人 の固定資産 に係 る減損会計基準を
定 めま した。
6.減 価償却
次 に、減価償却 についてのそれぞれの会計基準について見てみます。公益法人 は、先 ほど説明 し
た とお りに、従来 はある意味任意であったのですが、今度は減価償却を実施 しなければいけな くな
りま した。それか ら学校法人 と独立行政法人、国立大学法人 もそ うですが、減価償却 の実施 は強制
適用です。 また、 これ らの法人については、減価償却の方法 については、特 に定額法 と定率法の選
択適用 を基本 的には認めないで、すべて定額法 によるとい う考え方です。
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7.引 当金
それか ら引当金の計上ですが、 これも公益法人は新 しい公 益法人会計基準では、企業 と平灰を合
わせ る とい う意味で、退職給与 引当金 について、退職給付会計を導入 し、 その詳細 については、公
益法人会計基準 の運用指針の方 で示 してい ますσ この退職給付会計の導入 は企業会計 と基本的に同
じ考 え方になっています。学校 法人会計基準 につ いてはまだそこまでは定 め られ ていませ んので、
毎会計年度 に負担すべき退職給与負担額を消費支出 として計上 して、その額 の算定方法につ いて注
記 を しなければな らない とい う規定 になっています。
8.注 記事項
それか ら、計算書類 の注記 についてです。最近 の非営利法人 の会計基準 の改正 においては、で
き るだけ注記事項を増や して、財務諸表又は計算書類 だけではその法人 の実態 としての経営状況 あ
るいは財政状況 を十分 に示す ことがで きない部分 について注記 で補 お うとい う方針 になって きま し
た。平成17年4月1日 以降の事業年度か ら採用する学校法人会計基準並 びに平成18年4月1日 以降
開始す る事業年度か ら実施 され る新公益法人会計基準、 それか ら4年 前 にできた独立行政法人会計
基準、 これ らはすべて企業会計 に準 じた注記事項 を示 しています。注記事項程度 で、そ うたい した
問題ではない とお考 えにな るか もしれ ませんが、会計士 としては、その計算書類が本 当にその法人
の経営成績及 び財政状態、 あるいは公益法人 の場合 には経営の状況及 び財産 の状況 といいますが、
計算書類及び財務諸表だ けでは全部示 しえません。それなのに監査証明す るとい う、監査報 告書 を
出す とい うことは非常 に嫌 なものです。 そ こで私 ども公認会計士 として は、計算書類上だ けでは示
しえないものをきちん と補 えるだけの、注記事項が定 め られ ることを要望 してきま した。 これ らが
や っ と、企業 とほ とん ど同 じように注記事項が充実 しま した。一つ大事な ことは、 この行政改革 に
おいていろいろな営利及 び非営利法人会計基準 を変更 していますが、 これは①会計の透明性を高め
る とい うこと、②法人運営 を適切 に実施 しなければな らない とい うこと、③情報公開を十分に行わ
なければな らない とい うことです。 そうすることで、規制 を緩和す る方向で、事前チェ ックによる
管理監督 よ りも事後 チェックをしっか りやる とい う方 向に、社会の体制が変わっていきます。現在
の行政改革の一番の考 え方が こうい うところにあ りまして、 これ らが会計基準の中に もどん どん取
り入れ られ、改正 されて きたのだ とい うことです。
9.予 算 制度
次に予算制度 とい うものが あ ります。 これは非営利法人 に とって、私 は絶対に必要不可欠なもの
で あると考えています。予算制度 については、現行 の公益法人会計基準には、 しっか りと定め られ
てい るのですが、新 しい公益法人会計基準 においては、予算決算については定めを外 しました。 し
か し、公益法人の指導監督 を司 る、 「公 益法人の設立許可及 び指導監督基準」(公 益法人等の指導監
督等 に関す る関係 閣僚会議幹事会 申合わせ:平 成8年12月19日)、 あ るいは 「公益法人会計 にお け
る内部管理事項 について」(公 益法人等 の指導監督等 に関す る関係省庁連絡会議幹事会 申合わせ:
平成17年3月23日)の 方では、公表す る財務諸表につ いて会計基準 は変更 して定 めたが、法人内部
の管理運 営上、予算決算:の重要性 は、いささかも変わることはない と示 されています。
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株 式会社 とい うのは株主が出資 して、そ してそれを元手に事業展開 して、そ して損益計算書に よっ
て利益 が計上 されれば、 その利益の多寡 によって、経営状況の是非が判断 され ることにな ります。
ところが、公益法人 にあっては同じように収入の増加 と、経費 の削減努力等によって多額 の剰余 を
計上す ることが、必ず しもその法人 の運営状況がいい と判断できるわけではあ りません。 その こと
が公益法人 に とって よい ことか どうか とい うのは、 あま り関係 のない話で して、 もちろん無駄 な経
費を使 わない とい うことは大事 な事 ですが、正味財産が沢山あったか らいい経営、 いい事業が行わ
れたか どうかの判定 はで きませ ん。つ ま り、財務諸表作成の 目的 は事業の状況 と財産の状況の表示
とい うことですが、非営利法人 の場合 には、財務諸表 に事業の成績 とい うものは表示で きません。
独 立行政 法人で も損益計算書 とい う名前 を、先 ほ ど説明 した ような理 由で使 わざるを得 な くて、
当期利益 とい う表示 まで されて しまうのですが、わざわざ注記で、 この利益 は法人 の成績の良 し悪
しを示 す ものではあ りません という説明をつ けな くて はいけません。
また、予算 は、法人 の運営 を資金 の面で縛 ることにな り、承認 を受 けた予算の範 囲内で、理事が
業務運 営、予 算執行 できる ことになって います。予算は、事業計画が元になって作成 され るため、
ある意 味において、重要 なガバ ナンスの一つであ るとも言えます。運営の結果 としての事業報告及
び決算 につ いては、必ず社員総会、理事会 において承認 され るこ とで、適切 な運営が図 られている
のです。
10.運 営 ・ガ バ ナ ンス等
公 益法人 の運営 はいか にされ るのか とい うこ とを説 明 します。 これは公益法人100年 の知恵が、
生か されて います。社団法人 においては、会費 を負担す る会員 を社 員 と呼び、社員が全員集 まって、
社員総会 を開催 す ることで、社団法人の運営 を審議 します。 しか し、実 際には、株式会社 にあるよ
うに、株主総会においてすべての運営 に係 るこ とを決めるので はな く、重要事項 のみを決す る事 に
なっているよ うに、社団法人 も執行機 関 として理事会があ ります。多 くの会員が会費 を負担 して事
業 を行 うので、事業計画、予算 につ いて は、 当然 に社員総会において決め られ るこ とにな ります。
また、事業活動の結果、事業報告、決算につ いて も同様です。 また、財団法人につ いては、事業 を
行 う基本財産の運用 によって事業を行 う訳ですか ら、社員がいるわけで もないので、理事会が最高
意思決定機関 として財団法人 の運営方針 を決 します。財団法人で は、事業計画、予算 につ いては理
事会 においてのみ審議 され るため、 あ らか じめ、評議員会 とい う諮問機 関に付議 することにな りま
す。 こうや って、運営 の適正 を図ってい ます。その結果 として、ステー クホル ダー としての資金提
供者、社団法人の社員で あるとか、財団法人 における寄附者 に対 して運 営についての説 明責任 を果
たす ことがで きるのです。
さらに、事業報告書及 び計算書類 については、情報公開の拡充 によって、広 く一般 に公表 され る
こ とで、多 くの国民の目に触 れ、いろいろな目で法人の運営 につ いてチ ェックされるようにす るこ
とも、行革 の大変 な 目玉の一つです。公益法人 も学校 法人 も最近情報公 開には力を入れ られていま
す。 ですか ら皆 さん もイ ンターネッ トで東京大学 の計算書類 としての損益計算書 とか貸借対照表 な
どを見 ることができ る状態にあ ります。
また、各非営利法人 のガバナ ンスについては、前述 した とお りですが、理事、監事の業務 につ い




公益法人 理事:す べて法人の事務 に付き法人 を代表す る 民法第53条
監事:図 表6-2参 照 民法第59条
評議員(会):財 団法人 において、理事等 の執行機関 を客観 的立場 よ指導監督基準
り牽制 し、業務執行 の公正、法人運営の適正を図る
学校法人 理事会:学 校 の業務 を決 し、理事の職務 を監督する 私立学校法第
36条2項
理事長:学 校法人を代表 し、 その業務 を総理す る 私立学校法第
37条1項
理 事:寄 附行為 の定 め るところによ り、学校法人 を代表 し、理事 私立学校法第
長を補佐して学校法人の業務を掌理し、理事長に事故ある 37条2項
時 はその職務 を代理 し、理事長が欠 けた ときはその職務を
行 う
監 事:図 表6-2参 照 私立学校法第
37条3項
独立行政 個別法 によ り定 められてい る
法人
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図表6-2監 事 ・監査役監査
法人名 内容 備考
公益法人 監 事:1名 又 は数人以上置 くことができる。 民法第58条
必 ず1名 以上置 く。法人 の理事 を兼務で きない 指導監督基準
業務内容:① 財産の状況の監査 民法第59条
②理事の業務執行状況の監査
③ 不整 のあ るこ とを発見 した ときは、総会又 は主務 官庁
に報告するこ と
④前項の報告 をす るために必要 ある時は総会 を招集す る。




③学校法人 の業務又 は財産 の状況について、毎会計年度、
監査報告書を作成し、当該事業年度終了後2ヶ 月以内に
理事会及 び評議員会に提出す ること。
④ 第1号 又 は第2号 の規定 に よる監査の結果、学校 法人
の業務又は財産に関し不整の行為又は法令若しくは寄附
行為 に違反 する重大 な事実があることを発見 した ときは、
これを所轄庁に報告し、又は理事会及び評議員会に報告
す る こ と。
⑤ 前号 の報告 をす るために必要 がある ときは、理事長 に
対 して評議員会の招集 を請 求す ること。
⑥学校 法人 の業務又 は財産 の状況 につ いて、理事会 に出
席 して理事 に意見 を述べ ること。





役員 となるこ とがで きない
業務 内容:① 業務 を監査す る。必要があ る と認 め られ るときは、法 通則法第19条
人の長又は主務大臣に意見を提出できる 4項 、5項
株式会社 監 査 役:1名 以上を置 く。ただ し、大会社 は3人 以上。監査役 は、商法特例法第
取締役 ・支配人 ・使用人 との兼務禁止。 18条
業務内容:① 取締役の職務執行を監査
②営業の報告を求め、会社の業務及び財産の状況を調査 商法第274条







最後 に、外部監査 について説明 します。 これは公益法人、学校 法人、独立行政法人、 これ らにつ
いて も、一定 の規模 以上の ものについては、すべて外部監査 として、公 認会計士又 は監査法人によ
る監査が義務付 けられてい るとい うことです。
一終 わ りに一
本 目の話 を通 じて この非営利法人 とい う分野 は非常に大 きい分野 であ り、今後 まだ まだ検討 を し
て いかなければいけない問題 とい うのが沢山 あるとい うことをご理解頂いて、また、会計 とい うの
は株式会社 の企業会計だ けというのではな くて、 それ とは違 った論理 を持つ会計 とい うものがある
のだ とい うことをご理解頂 いて、 もし将来、興味のあ る方は こうした非営利法人の会計 について勉
強 して、非営利法人のお役 に立って頂 きたい と、 そんなふ うに思います。
以上
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